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財務書類４表について 

平成１８年、総務省より「地方公共団体における行政改革の更なる推進のための

指針の策定」において、地方公会計改革が掲げられました。より正確な財務情報の

公開と、資産・債務の適正な管理の観点から、「総務省方式改訂モデル」と「総務

省基準モデル」に基づいた貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資

金収支計算書の作成が求められ、坂井市では平成２０年度決算から「総務省方式改

訂モデル」を採用し、作成してきました。 

しかし、公有財産の状況や発生主義による取引情報を複数仕訳によらず決算統計

（地方財政状況調査）のデータを活用して作成する「総務省方式改訂モデル」で

は、数値の正確性等の面で課題がありました。 

このため、総務省において、固定資産台帳の整備と複式簿記の導入を前提とした

財務書類の作成に関する「統一的な基準」が示され、原則として平成２７年度から

平成２９年度までの３年間ですべての地方公共団体において作成、公表するように

要請されたところです。 

坂井市では、平成２８年度決算から「統一的な基準」に基づき、財務書類を作成

しています。 

 

 

 

「統一的な基準」と「総務省方式改訂モデル」との違い 

 「統一的な基準」 「総務省方式改訂モデル」 

発 生 主 義 ・ 

複 式 簿 記 の 導 入 

発生主義による適正な期間損

益把握、複式簿記によるスト

ック情報の見える化 

決算データを活用して作成 

固定資産台帳の整備 

台帳の整備を必須とし、今後

の公共施設等のマネジメント

にも活用可能 

台帳整備は前提とされていな

い 

（段階的に整備が必要） 

比 較 可 能 性 

「統一的な基準」による財務

書類の作成により、団体間で

の比較が可能 

総務省方式改訂モデルや基準

モデルその他の方式といった

ものが混在し、比較が困難 
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Ⅰ 財務書類の作成基準 

 

 

１．作成基準日等 

 

・会計年度の最終日（３月３１日）を作成の基準日とし、出納整理期間（４月１日

～５月３１日）における出納については、基準日までに終了したものとして処理

します。 

・本市の基準日時点での人口は、８８，１７９人です。 

（令和７年３月３１日時点） 

 

 

２．財務書類４表の関係 

 

貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、資金収支計算書の４表の関

係を図示すると次のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．対象とする会計の範囲 

  一般会計等 ＝ 一般会計 

  全体会計  ＝ 一般会計、国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計、 

         水道事業会計、公共下水道事業会計、農業集落排水事業会計、 

         病院事業会計 

  連結会計  ＝ 全体会計、一部事務組合、広域連合、第三セクター等 
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Ⅱ貸借対照表 

 

１．貸借対照表とは 

 

貸借対照表は、会計年度末時点において市が所有している土地や建物などの財産

（資産）と、その資産をどのような財源（負債：将来の世代の負担、純資産：これ

までの過去及び現世代の負担）で賄っているかを表しています。 

 

２．令和６年度貸借対照表 

貸借対照表
（令和 7年 3月31日現在）

（単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

固定資産 128,053,077,769 固定負債 49,360,634,976 

有形固定資産 112,621,800,659 地方債 46,027,882,976 

事業用資産 65,856,720,798 長期未払金 - 

土地 19,465,299,997 退職手当引当金 3,332,752,000 

立木竹 - 損失補償等引当金 - 

建物 90,185,418,892 その他 - 

建物減価償却累計額 △ 52,128,359,967 流動負債 5,546,209,692 

工作物 31,805,842,423 １年内償還予定地方債 4,257,674,769 

工作物減価償却累計額 △ 24,483,418,847 未払金 979,021 

船舶 - 未払費用 - 

船舶減価償却累計額 - 前受金 - 

浮標等 - 前受収益 - 

浮標等減価償却累計額 - 賞与等引当金 578,851,063 

航空機 - 預り金 708,704,839 

航空機減価償却累計額 - その他 - 

その他 - 54,906,844,668 

その他減価償却累計額 - 【純資産の部】

建設仮勘定 1,011,938,300 固定資産等形成分 130,759,076,963 

インフラ資産 46,403,343,765 余剰分（不足分） △ 51,577,754,893 

土地 19,402,902,634 

建物 156,302,445 

建物減価償却累計額 △ 112,672,755 

工作物 95,573,595,530 

工作物減価償却累計額 △ 69,287,361,920 

その他 - 

その他減価償却累計額 - 

建設仮勘定 670,577,831 

物品 2,875,711,648 

物品減価償却累計額 △ 2,513,975,552 

無形固定資産 1 

ソフトウェア - 

その他 1 

投資その他の資産 15,431,277,109 

投資及び出資金 721,851,375 

有価証券 179,300,000 

出資金 542,551,375 

その他 - 

投資損失引当金 - 

長期延滞債権 154,545,405 

長期貸付金 730,000 

基金 14,562,889,114 

減債基金 746,449,176 

その他 13,816,439,938 

その他 - 

徴収不能引当金 △ 8,738,785 

流動資産 6,035,088,969 

現金預金 3,279,784,162 

未収金 49,404,467 

短期貸付金 290,000 

基金 2,705,709,194 

財政調整基金 2,705,709,194 

減債基金 - 

棚卸資産 - 

その他 - 

徴収不能引当金 △ 98,854 79,181,322,070 

134,088,166,738 134,088,166,738 資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計  
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３．貸借対照表の概要 

 

(1) 資産の構成 

 

資産は、土地や建物などの財産や貸付金、未収金などの権利など、将来にわ

たり行政サービスを提供するために使用されるものです。 

資産総額は１，３４０億８，８１７万円、市民一人当たり１５２万１千円と

なっています。 

資産の８３．７％は庁舎や学校などの施設や土地といった事業用資産（４９．

１％）と道路や公園といったインフラ資産（３４．６％）で構成されています。 

 

(2) 負債の構成 

 

負債は、市が持つ資産を形成する財源のうち、将来に負担しなければならな

い金額を表すもので、１年以内のうちに支払期限が到来する流動負債と、それ

以外の固定負債に分けられます。 

負債総額は５４９億６８４万円、市民一人当たり６２万３千円となっていま

す。 

 

(3) 純資産の構成 

 

純資産は、市が持つ資産を形成する財源のうち、これまでの過去および現世

代が負担してきた金額を表すものです。 

純資産総額は７９１億８，１３２万円、市民一人当たり８９万８千円となっ

ています。 
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Ⅲ行政コスト計算書 

 

１．行政コスト計算書とは 

 

行政コスト計算書は、市が１年間に行政サービスを提供するために、どの分野に

どのようなコストがかかったかを示す費用と、その財源として市民のみなさんに負

担していただいた使用料や手数料等の収入の関係を表しています。 

 

２．令和６年度行政コスト計算書 

行政コスト計算書
自　令和 6年 4月 1日

至　令和 7年 3月31日

（単位：円）

金額

経常費用 43,536,178,426 

業務費用 21,979,406,632 

人件費 6,784,761,748 

職員給与費 5,611,561,671 

賞与等引当金繰入額 578,851,063 

退職手当引当金繰入額 △ 226,390,000 

その他 820,739,014 

物件費等 14,837,560,395 

物件費 8,259,684,266 

維持補修費 1,354,527,539 

減価償却費 5,223,348,590 

その他 - 

その他の業務費用 357,084,489 

支払利息 150,163,361 

徴収不能引当金繰入額 8,837,639 

その他 198,083,489 

移転費用 21,556,771,794 

補助金等 14,262,277,826 

社会保障給付 6,274,563,894 

他会計への繰出金 755,867,061 

その他 264,063,013 

経常収益 5,008,545,723 

使用料及び手数料 472,776,645 

その他 4,535,769,078 

純経常行政コスト 38,527,632,703 

臨時損失 73,518,175 

災害復旧事業費 8,562,667 

資産除売却損 56,297,677 

投資損失引当金繰入額 - 

損失補償等引当金繰入額 - 

その他 8,657,831 

臨時利益 72,169,897 

資産売却益 72,169,897 

その他 - 

純行政コスト 38,528,980,981 

科目
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３．行政コスト計算書の概要 

 

経常費用の総額は４３５億３，６１８万円となり、これらの行政活動に対する使

用料・手数料などによる経常収益は５０億８５５万円で、純経常行政コストは３８

５億２，７６３万円、臨時損失、臨時利益を加味した純行政コストは３８５億２，

８９８万円となっています。 

これは市民一人当たりでは、４３万７千円の純行政コストを要していることとな

ります。 

 

４．行政コストの構成 

 

経常費用の総額（４３５億３，６１８万円）の内訳は、人件費が６７億     

８，４７６万円で１５．６％、物件費等は減価償却費を含み、維持補修費などに要

した費用として１４８億３，７５６万円で３４．１％となっています。また、移転

費用では一部事務組合への負担金などを含む補助金等が１４２億６，２２８万円で

３２．８％、児童手当の給付や生活保護扶助費などの社会保障関係移転費用が６２

億７，４５６万円で１４．４％、他会計への繰出金が７億５，５８７万円で１．７％

となっています。 
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Ⅳ純資産変動計算書 

 

１．純資産変動計算書とは 

 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産が１年間でどのように変動したかを表

したものです。 

 

 

２．令和６年度純資産変動計算書 

純資産変動計算書
自　令和 6年 4月 1日

至　令和 7年 3月31日

（単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
（不足分）

前年度末純資産残高 77,544,091,028 133,182,154,671 △ 55,638,063,643 

純行政コスト（△） △ 38,528,980,981 △ 38,528,980,981 

財源 40,162,820,623 40,162,820,623 

税収等 28,332,940,098 28,332,940,098 

国県等補助金 11,829,880,525 11,829,880,525 

本年度差額 1,633,839,642 1,633,839,642 

固定資産等の変動（内部変動） △ 2,426,469,108 2,426,469,108 

有形固定資産等の増加 3,116,081,916 △ 3,116,081,916 

有形固定資産等の減少 △ 5,340,464,610 5,340,464,610 

貸付金・基金等の増加 6,028,873,599 △ 6,028,873,599 

貸付金・基金等の減少 △ 6,230,960,013 6,230,960,013 

資産評価差額 - - 

無償所管換等 3,391,400 3,391,400 

その他 - - - 

本年度純資産変動額 1,637,231,042 △ 2,423,077,708 4,060,308,750 

本年度末純資産残高 79,181,322,070 130,759,076,963 △ 51,577,754,893 

科目 合計

 
 

３．純資産変動計算書の概要 

 

純行政コスト３８５億２，８９８万円に対し、財源である税収等と国県等補助金

の合計額は４０１億６，２８２万円となっており、その他の変動を加えた本年度末

純資産残高は７９１億８，１３２万円となります。 
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Ⅴ資金収支計算書 

 

１．資金収支計算書とは 

 

資金収支計算書は、行政活動に伴う現金等の資金の増減を、性質の異なる三つの

活動「業務活動収支」、「投資活動収支」、「財務活動収支」に区分して金額を表し、

どのような活動に資金が必要であったかを表したものです。 

 

２．令和６年度資金収支計算書 

資金収支計算書
自　令和 6年 4月 1日

至　令和 7年 3月31日

（単位：円）

金額

【業務活動収支】

業務支出 38,507,626,056 

業務費用支出 16,950,854,262 

人件費支出 6,958,516,615 

物件費等支出 9,644,311,105 

支払利息支出 150,163,361 

その他の支出 197,863,181 

移転費用支出 21,556,771,794 

補助金等支出 14,262,377,826 

社会保障給付支出 6,274,463,894 

他会計への繰出支出 755,867,061 

その他の支出 264,063,013 

業務収入 44,603,205,516 

税収等収入 28,326,778,034 

国県等補助金収入 11,269,423,525 

使用料及び手数料収入 472,351,095 

その他の収入 4,534,652,862 

臨時支出 8,562,667 

災害復旧事業費支出 8,562,667 

その他の支出 - 

臨時収入 - 

業務活動収支 6,087,016,793 

【投資活動収支】

投資活動支出 8,960,567,440 

公共施設等整備費支出 3,116,081,916 

基金積立金支出 5,465,985,524 

投資及び出資金支出 - 

貸付金支出 378,500,000 

その他の支出 - 

投資活動収入 6,765,299,574 

国県等補助金収入 560,457,000 

基金取崩収入 5,645,839,034 

貸付金元金回収収入 378,946,000 

資産売却収入 180,057,540 

その他の収入 - 

投資活動収支 △ 2,195,267,866 

【財務活動収支】

財務活動支出 4,386,500,570 

地方債償還支出 4,386,500,570 

その他の支出 - 

財務活動収入 1,902,399,000 

地方債発行収入 1,902,399,000 

その他の収入 - 

財務活動収支 △ 2,484,101,570 

本年度資金収支額 1,407,647,357 

前年度末資金残高 1,163,431,966 

本年度末資金残高 2,571,079,323 

前年度末歳計外現金残高 677,843,663 

本年度歳計外現金増減額 30,861,176 

本年度末歳計外現金残高 708,704,839 

本年度末現金預金残高 3,279,784,162 

科目
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３．資金収支計算書の概要 

 

業務活動収支は、業務費用や移転費用の支出に対し、税収や国県等補助金の収入

により６０億８，７０２万円のプラスとなっています。投資活動収支では、公共施

設等整備費支出等の支出超過により、２１億９，５２７万円のマイナスに、財務活

動収支は、借入額よりも返済額が大きくなったことにより２４億８，４１０万円の

マイナスとなっています。 

この資金の増減については、貸借対照表における現金預金の増減に反映され、 

流動資産の増減に影響することとなります。 
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Ⅵ財政指標の分析  

（※「類似団体平均値」については、総務省公表分を掲載しています） 

  

１．資産形成度 

住民一人当たり資産額（千円） 

住民一人当たり資産額＝資産合計 ／ 住民基本台帳人口 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

坂井市 1,520 1,507 1,523 1,521 

類似団体平均値 1,792 1,782 1,767  

 

歳入額対資産比率（年） 

歳入額対資産比率＝資産合計 ／ 歳入総額（収入合計＋期首歳計現金残高） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

坂井市 2.8 2.8 2.6 2.5 

類似団体平均値 3.4 3.4 3.4  

 

有形固定資産減価償却率（％）（資産老朽化比率） 

資産老朽化比率＝減価償却累計額 ／（有形固定資産－土地＋減価償却累計額） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

坂井市 62.5 64.2 65.7 67.1 

類似団体平均値 62.1 63.4 64.4  

 

前述のとおり資産総額は１，３４０億８，８１７万円、市民一人当たりの資産額

は１５２万１千円となっています。また、歳入額対資産比率は２．５年で、市の資

産形成の度合いを把握することができます。 

資産老朽化比率は６７．１％となっており、保有する建物や設備等の償却が相

当に進行し、多くの資産が更新・大規模改修の時期に近づいている状況を示して

います。今後の財政運営においては、更新・改修需要の本格化を見据え、計画的

に対応していく必要があります。 

 本市では、平成２９年に坂井市公共施設等総合管理計画を策定し、令和２年に

公共施設個別施設計画を策定するとともに、令和７年度末には同計画の改訂を行

い、保有施設の整理や現状の把握・検証を進めてきました。 

 公共施設の老朽化は全国的な課題であり、本市においても１９７０～８０年代

に整備された公共施設やインフラ資産の多くが４０年以上を経過しています。こ

れまでも長寿命化に取り組んできましたが、持続可能な坂井市を次の世代へ引き

継いでいくため、今後は費用増加を見据え、施設の選択と集中を含めたより一層

戦略的な公共施設マネジメントが求められます。本指標は、そうした取組の重要

性を示すものといえます。 
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２．世代間公平性 

純資産比率（％） 

純資産比率＝純資産総額 ／ 資産総額 

 平成３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

坂井市 54.8 55.8 57.4 59.1 

類似団体平均値 71.9 72.6 72.9  

 

社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率）（％） 

将来世代負担比率＝地方債残高（特例地方債を除く）／ 有形固定資産 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

坂井市 32.1 32.3 32.5 32.2 

類似団体平均値 16.7 16.8 17.1  

 

これまでの過去及び現世代による負担と、将来世代の負担の割合を見ることが 

できます。純資産比率は５９．１％で、現状では将来世代負担比率よりも過去及び

現世代負担比率が高くなっていますが、今後も将来世代の負担が大きくならないよ

うに世代間の負担バランスに配慮、留意しながら社会資本整備を実施していく必要

があります。 

 

３．持続可能性 

住民一人当たり負債額（千円） 

住民一人当たり負債額＝負債総額 ／ 住民基本台帳人口 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

坂井市 686 667 649 623 

類似団体平均値 503 489 479  

 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）（千円） 

基礎的財政収支＝業務活動収支（支払利息支出を除く）＋ 投資活動収支 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

坂井市 3,680,601 3,286,122 4,481,309 3,862,059 

類似団体平均値 1,881,400 1,690,800 1,382,000  

 

負債総額は５４９億６８４万円で、市民一人当たり６２万３千円 となっています。 

基礎的財政収支は３８億６，２０６万円のプラスとなっています。基礎的財政収支と

は、資金収支計算書上の業務活動収支（支払利息支出を除く）と投資活動収支を合算

することにより算出される指標です。地方債等の元利償還額を除いた歳出と、地方債

等の発行収入を除いた歳入のバランスを示すものであり、その年度に必要とされる経

費を、その年度の税収等でどの程度賄えているかを示しています。 
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４．効率性 

住民一人当たり行政コスト（千円） 

住民一人当たり行政コスト＝純行政コスト ／ 住民基本台帳人口 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

坂井市 405 414 404 437 

類似団体平均値 415 413  423   

 

住民一人当たり人件費・物件費等（千円） 

住民一人当たり行政コスト＝（人件費又は物件費等）／ 住民基本台帳人口 

人件費 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

坂井市 65 65 69 77 

 

物件費等 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

坂井市 165 170 164 168 

 

住民一人当たりの行政コストは、資産につながらない行政サービス等に市民一人

当たりいくらかかっているかを表しています。また、分子を行政コストの性質別で

抽出することで、人件費や物件費などに絞って算出することができます。 

 

 

５．自立性 

受益者負担の割合（％） 

受益者負担の割合＝経常収益 ／ 経常費用（経常コスト） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

坂井市 9.8 9.0 12.9 11.5 

類似団体平均値 4.2 4.1  4.1   

 

受益者負担の割合は、行政サービスに係る経常費用に対して、使用料・手数料な

どのサービス受益者が直接的に負担する金額の割合です。この比率を算出すること

で、受益者負担水準が適正かの判断指標とすることができます。 

 

 

 

 

 


